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第一部　港湾関係事業

② 国際競争力の高い魅力ある観光地の形成

イ）観光振興拠点となる旅客船ターミナル等の整備
観光立国推進基本法や観光圏整備法の制定を受け、国際競争力の高い魅力ある観光地を形成するため、

観光庁と港湾局の連携により、心地よい観光空間の創造等による観光圏の魅力向上と、快適な旅客ターミナ

ルの整備等による観光客の移動の快適化について、ソフト・ハード両面から総合的に推進する。（博多港等）

・利便性の高い旅客船ターミナルビルの整備を推進〔新規、［その他施設費］〕

C町 

B市 D町 

滞在促進地区 
を中心とした 
周遊ネットワーク 

の形成 

滞在促進地区 
を中心とした 
周遊ネットワーク 

の形成 

観光圏 

魅力ある観光資源を活かした 
観光商品の開発 

農業体験プログラム 
の開発 

周 

地域限定の食の 
メニューの開発 

共通入湯券の導入 
（宿泊の魅力向上） 

海からの 
アクセス 

イベントの開催 

遊 

周遊割引券の導入 
（移動の快適化） 

水辺空間の修景等 

心地よい 
観光空間の創造 

観光客の移動利便性の増進 

快適な旅客ターミナルの整備 
外国語表示の充実等 

○事業費119億円（対前年度比1.79）、国費89億円（対前年度比1.73）

【国際競争力の高い魅力ある観光地のイメージ】

ボーディングブリッジがない ターミナルビルが狭隘 

【博多港旅客ターミナルの例】 

観光圏の玄関口として旅行者の快適性と利便性の高い旅客船ターミナル等の整備を推進する。 
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Ⅱ．重点事項

③ 地域公共交通活性化のための取組

イ）離島航路の再生等の取組と連携した港湾整備
旅客の大幅減少など大きな環境変化にさらされている離島航路の再生に向けて、地域公共交通活性化や

航路事業の構造改善支援等のための取り組みと連携して、船舶の大型化、就航率の向上等のための港湾整

備を推進する。また、燃油高騰対策の観点から、埠頭に設置される燃料油貯蔵施設の整備を推進する。

離島航路の再生 

地域公共交通活性化･再生総合事業 離島航路維持・構造改革支援制度 

○支援対象 
　市町村、公共交通事業者、港湾管理者等からなる 
　地域協議会 

○支援内容 
　地域協議会が作成した地域公共交通総合連携計画 
　に基づく、実証実験、施設・設備の整備・改良等 
　に対して支援を実施 

○支援対象 
　離島航路を運営する事業者 

○支援内容 
　老朽化船の省エネ船舶等への代替促進に対して 
　支援を実施。また、運航の結果生じた欠損を補 
　填。 

連携 

・防波堤の整備による 
　港内静穏度の確保 

・船舶の大型化に対応した 
　係留施設等の整備 

・上屋整備、 
　桟橋のバリアフリー化 

（新規制度要求） 
  離島ターミナルの燃料油貯蔵施設 

※地域公共交通活性化・再生総合事業は総合政策局、 
　離島航路維持・構造改善支援制度は海事局が予算要求を担当 

港　湾　整　備 

離島航路活性化のための支援策 

離島の港湾 

タンカー 
タンクローリー 
（フェリー積載） タンクローリー 

タンクローリー 

ガソリン等の 
輸送を効率化 

ドラム缶 
（貨物船積載） 

ドラム缶 
（トラック積載） 

離島の港湾に共同で利用できる燃料油貯蔵 
施設（燃料油タンク）を整備することによ 
り、タンクローリーやドラム缶による輸送 
から、タンカーによる輸送に転換。 

本土の精油所 

離島 
ガソリン 
スタンド 

離島と 
結ばれている 
本土の港湾 

タンカー 

離島の港湾 

本土の精油所 

現状 

転換 
離島 
住民 

離島 
住民 

離島 
住民 

OIL
OIL

OIL
OIL

離島へのガソリン等の輸送の効率化 

離島 
ガソリン 
スタンド 

離島 
住民 

離島 
住民 

離島 
住民 
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第一部　港湾関係事業

●首都圏における基幹的広域防災拠点の管理・運用体制の強化（川崎港）
平成19年度に整備が完了した川崎港東扇島地区基幹的広域防災拠点について、首都直下地震等の大規

模災害発生時において、有明の丘地区の基幹的広域防災拠点と連携しつつ、国による緊急物資の輸送活動
の支援や応急復旧活動が円滑に実施できるよう、運用体制の強化を図る。

・港湾広域防災拠点支援施設の維持管理費及び
非常災害発生時に備えた訓練費の確保
〔行政経費〕

3 安全・安心の確保（安全・安心で質の高い国民生活の構築）
① 大規模災害への対応力強化

イ）被災時の広域的な社会経済活動への影響の極小化
人口や産業が集中する臨海部において、大規模地震発生時における避難者や緊急物資等の輸送機能、経

済活動に資する一定の海上輸送機能を確保するため、基幹的広域防災拠点の整備・運用や耐震強化岸壁を
整備するとともに、緊急輸送ルートに接続する臨港道路の耐震強化、緑地の整備等によるオープンスペー
スの確保等を行う。また、災害時の港湾機能の早期回復に向け、港湾関係者の協働による事業継続計画
（BCP）の策定を推進するほか、被災施設の緊急調査の実施等による早期復旧支援体制の充実を図る。

●近畿圏における基幹的広域防災拠点の整備
東南海・南海地震や近畿圏の内陸直下型地震等の大規模災害に対応するため、堺泉北港堺2区において

基幹的広域防災拠点の整備を推進するとともに、運用体制の構築を図る。
・大規模災害発生時に港湾の機能を確保するための事業継続計画（BCP）の策定〔行政経費〕

緊急物資の搬出・搬入 

緊急物資の 
仕分け・一時保管 

（平常時は川崎市管理の 
　緑地として市民に開放） 

【東扇島地区基幹的広域防災拠点の運用イメージ】【有明の丘地区と東扇島地区の機能】

東京港 

千葉港 

川崎港 

横浜港 

【有明の丘地区（約13.2ha）】 
首都圏の広域防災のヘッドクォー 
ターとして機能 

【東扇島地区（約15.8ha）】 
被災時における物流コントロールを行 
うとともに、海上輸送、河川輸送、陸 
上輸送等への中継基地としての機能 

○事業費321億円（対前年度比1.17）、国費193億円（対前年度比1.16）

堺泉北港堺2区 

基幹的広域防災拠点 

堺泉北港［堺2区］基幹的広域防災拠点
1．事業の概要
○整備施設：緑地、臨港道路
事業費：71億円（うち国費40億円）
事業期間：H20～H22
○整備施設：港湾広域防災拠点支援施設
事業費：9億円（うち国費9億円）
事業期間：H21～H22

2．事業の効果
基幹的広域防災拠点として臨海部にオープンスペース
等を確保することで、震災時における緊急物資輸送活
動の支援等の円滑化が図られる。
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Ⅱ．重点事項

●港湾施設の耐震性強化の推進
災害時に防災拠点として緊急物資輸送を担う耐震強化岸壁や避難地として機能する緑地等オープンスペ

ースを一体的に整備するほか、臨港道路の橋梁、高架部の耐震強化を推進する。さらに、港湾が被災した
場合にも一定の海上輸送機能を確保できるよう国際海上コンテナ輸送等に対応したターミナルの耐震強化
を進める。

ロ）沖合波浪観測体制の強化
港湾整備に必要な沖合の波浪を精度良く観測するGPS波浪計の整備を推進し、沖合波浪観測体制の強

化を図る。また、地震発生時には津波の観測も可能であることから、気象庁等関係機関と連携し、港湾を
含む沿岸域での津波への迅速な対応にも活用する。

デ ー タ分 析 

リアル タ イ ム で 
デー タ 収 集 

陸上局 
（GPS基地局） 

GPS波浪計 

GPS衛星 

補正
情報
 

観測
情報
 

波 

水深 
100m～800m程度 

約20km約20km GPS波 浪計 

観測局 

GPS衛星を用いて 
ブイ（GPS波浪計）の 
上下変動を計測 

気象庁等 
他機関へ 
情報提供 

観測センター 

ネットワーク 

リアルタイムで 
データ収集 

データ分析 

GPS波浪計 

耐震 強 化 岸 壁の整 備 
（ 国 際 海上コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル ） 

荷役機 械の 耐 震強 化 

臨 港 道 路 の橋 梁 ・ 
高 架 部 の 耐震 強 化 

耐 震強 化 岸 壁の整 備 
（ 緊 急 物資 輸 送 用 ） 

緑地等オープ ン ス 
ペ ー ス の 確 保 

耐震強化岸壁の整備 
（緊急物資輸送用） 

耐震強化岸壁の整備 
（国際海上コンテナターミナル） 

緑地等オープン 
スペースの確保 

臨港道路の橋梁・ 
高架部の耐震強化 

【港湾施設の耐震性強化の推進】

【GPS波浪計システムの概要】 【沖合波浪観測システム】

『耐震強化岸壁緊急整備プログラム』
○全国各地で大規模地震発生が切迫する

なか、平成18年3月に「耐震強化岸壁緊

急整備プログラム」を策定。

［ポイント］
◇平成18年度から22年度の5年間で耐震強

化岸壁の整備率を概ね70％へ向上（平

成20年4月現在63%）

◇全ての臨海都道府県で耐震強化岸壁を

整備

●災害後の港湾機能の早期回復に向けた取組体制の強化
大規模災害時に低下した港湾機能を早期に回復させるためには、港湾施設（航路、岸壁等）の復旧だけ

ではなく、海運事業者や港湾運送事業者等の実施する業務や港湾に接続する主要道路などのネットワーク
が迅速に回復されることが必要であることから、港湾関係者との協働の下に港湾の事業継続計画（BCP）
を策定する。
また、大規模災害時において迅速かつ的確な緊急対策を行うため、緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）と
しての被災地への人員の派遣や被災施設の緊急調査を実施する等、地方公共団体への支援体制の充実を図る。
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第一部　港湾関係事業

② 港湾における保安・安全対策の推進

イ）メガポート・イニシアティブのパイロット・プロジェクトの実施
横浜港南本牧ふ頭において、コンテナゲートに放射性物質検知施設を設置し、輸出入コンテナ内の核物

質その他の放射性物質を監視するパイロット・プロジェクトを実施する。

※メガポート・イニシアティブ（MI）：世界の主要港における積荷の検査能力を強化し、核物質その

他の放射性物質の拡散を防止することを目的とする、米国政府が推進する取り組み。

ハ）航路の保全・管理の強化（開発保全航路の指定範囲の拡大）
四面環海、資源に乏しいわが国は、輸出入取扱貨物の99.7%を海上輸送に依存しており、国際・国内

海上輸送ネットワークの根幹を形成している開発保全航路において、機能に重大な障害が発生することの
ないよう、現行区域と一体的に保全・管理すべき所要の水域を区域に追加するなど、適切な開発・保全・
管理を推進する。

 

【放射性物質検知施設（蘭・ロッテルダム港の例）】

ロ）国内旅客船・フェリーターミナルにおける保安対策の推進
人命に直接多大な影響を及ぼすおそれがある国内旅客船及びフェリーターミナルにおいて、監視カメラ

を用いた保安対策の実施を支援する。

監視カメラ 

監視室（モニター、記録装置等） 

照明 

【保安施設（監視室等）のイメージ】
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Ⅱ．重点事項

④ 港湾施設の戦略的維持管理の推進

イ）既存施設の計画的かつ適切な維持管理の推進
港湾施設については、高度経済成長時代に集中投資した施設の老朽化が進行することから、必要な機能

を維持しつつ、将来の改良・更新コストの抑制を図るため、施設の長寿命化等に資する計画の策定を推進

し、事後的な維持管理から予防保全的な維持管理への転換を促進する。

・既存の国有港湾施設について、国土交通大臣による長寿命化計画の策定（平成24年度までの時限措置）

・既存の補助港湾施設について、港湾管理者による長寿命計画の策定に対する補助（原則平成24年度

までの時限措置。ただし、管理する港湾の多い一部の港湾管理者にあっては、平成26年度までの時

限措置）

供用期間 

維持工事 

更新工事 

維持工事 

予防保全的な維持管理へ転換 

効
用
・
性
能
 

維持管理が 
不適切な場合 

標準的供用限界 

当初のライフサイクル（設計供用期間） 

改良工事 

施設の長寿命化 

予防保全的 
維持管理 

維持管理が 
不適切な場合 

計画的に改良・維持 
工事を行う場合の 
ライフサイクルコスト 

改良・維持工事を 
怠った場合の 

ライフサイクルコスト 

①港湾施設の長寿命化等に資する計画の策定 
②同計画に基づく適切な維持管理の実施 

・改良・更新コストの抑制 
・港湾施設としての必要な機能の確保 

【予防保全的な維持管理による施設の長寿命化の概念図】

③ バリアフリー化の推進 ～バリアフリーポートの形成～

みなとを訪れた移動制約者を含むすべての利用者にとって使いやすい施設となるよう、平成18年12月の

バリアフリー新法の施行を踏まえ、旅客船ターミナル、係留施設等のユニバーサルデザイン化を推進する。

・揺れにくい浮桟橋、手すり、スロープ等の整備の推進

・離島航路の安全性・安定性確保のための防波堤、航路等の整備

【三河港　浮桟橋（マンボウ）】 【手すり、スロープ等が整備され、バリアフリー化
されている石垣港旅客船ターミナル】
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第一部　港湾関係事業

⑤ 海洋政策の推進

イ）離島における活動拠点の整備
海洋資源の開発・利用、海洋調査等に関する活動や、これらの活動を支援する各種の施設の維持管理等

の活動が、本土から遠く離れた海域においても安全かつ安定的に行われるよう、離島に輸送や補給、荒天

時の待避等が可能な活動拠点の整備に向けた検討、波浪観測等を行う。

○国費1億円（対前年度比皆増）

①人員の交替・休憩や急病人の搬送 

②水・食料等の補給 

③観測・建設資機材等の積替及び備蓄基地 

海上輸送と航空輸送の結節 

補給拠点及び資機材備蓄基地 

排他的経済水域 
（同水域には接続 
水域も含まれる） 

領海（内水を含む） 利尻島 

隠岐 

対馬 

父島 北大東島 
南大東島 

佐渡島 

那覇 

与那国 島 

八丈島 

南鳥島 

調査船を係留するために 
必要な水深7.5m以上の 
係留施設を備えた離島 

滑走路を備えた離島 

係留施設と滑走路の両 
方を備えた離島 

福江島 

石垣島 

【大型の係留施設のない離島における資機材・燃料等の陸揚げの様子】

【活動拠点に期待される主な機能】

【離島における輸送施設の現況】
【次世代エネルギーとしての利用が

期待されるメタンハイドレート】
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Ⅱ．重点事項

① 港湾行政のグリーン化の推進 ～環境に配慮した港湾行政～

イ）低炭素社会の構築
「低炭素社会づくり行動計画」等を踏まえ、港湾の諸活動から発生する温室効果ガス等の削減を図る。

・CO2排出の少ない交通輸送網の実現に向けて、貨物自動車からの環境負荷の少ない海運へのモーダ

ルシフトや、物流の結節点となる港湾機能の充実やインランドポートの設置による空荷輸送の削減等

により効率的な物流体系の構築を進める。

・接岸中の船舶が必要とする電力を、船内発電から陸上施設による供給への切り替え（船舶版アイドリ

ングストップ）を推進し、港湾地域におけるCO2、SOX、NOX等の排出ガスの削減及び大気環境の

改善を図るために、陸上から電力を供給できる施設の整備を行う。〔新規制度要求〕

・港湾物流に関する総合的な温室効果ガス排出削減計画を策定するためのCO2排出構造や対策に関す

る情報共有を促進する。

【港湾整備により発生した良質の土砂を有効活用し、良好な水環境と多様な生物の生息場を創出】

4 地球環境問題への対応（低炭素社会の構築）

0 � � 鯣 0｢ 0､ 0ﾉ 0� 0� 0ｰ 0ｹ 0ﾈ 0ﾃ 0ﾗ 溢 0､ 0� 0� 0ｸ 0 

Sﾗ 油 � P� 

堀 N 油 n� 
� � 

船側接続盤 

受・送電施設 
陸上電源 

陸側接続盤 

CO2、SOX、NOX等 CO2、SOX、NOX等 

ケーブル 

【船舶版アイドリングストップのイメージ】

ロ）良好な環境の積極的な保全・再生・創出
「21世紀環境立国戦略」等を踏まえ、港湾における水環境の改善、自然環境の再生・創出を図る。

（東京港等）

・青潮等の発生と関連があるとされる深掘跡の埋戻しや干潟・海浜・藻場の保全・再生・創出等の自然

再生を効率的に実施する。

・生物生息環境に重要な指標となる底層の溶存酸素に関する調査、予測手法等を検討する。

三河港蒲郡地区 
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第一部　港湾関係事業

② 海面処分場の計画的な確保

イ）廃棄物の適正処理に対応した海面処分場の計画的な確保
港湾の整備に伴う浚渫土砂や内陸部で最終処分場の確保が困難な廃棄物を確実に受け入れるため、海面

処分場を計画的に確保する。 （東京港、水島港等）

【一般廃棄物の海面処分比率（全国）の推移】

【東京港　海面処分場】

【東京都の海面処分比率（平成17年）】
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25.3％ 
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（年） 
出典：環境省資料より国土交通省港湾局作成 出典：環境省資料より国土交通省港湾局作成 

一
般
廃
棄
物
の
海
面
処
分
比
率 

陸上処分 海面処分 

93％ 93％ 

ハ）リサイクルポートプロジェクトの推進（再掲）（17頁参照）
循環型社会の形成を促進するため、海上輸送による効率的な静脈物流ネットワークを構築し、全国規模

での循環資源の広域流動（静脈物流）を促進するとともに、臨海部の活性化を図るためにリサイクル産業

の拠点化を進め、総合静脈物流拠点港（リサイクルポート）の形成を推進する。 （川崎港、姫川港等）

苫小牧港 

石狩湾新港 

北九州港 

釜石港 

木更津港 

東京港 

川崎港 
三河港 

酒田港 

能代港 

姫川港 
神戸港 

姫路港 

徳山下松港 
宇部港 

北九州港 

三池港 

石狩湾新港 

苫小牧港 

室蘭港 
八戸港 

中城湾港 

舞鶴港 

三島川之江港 

H14.5指定港（5港） 
H15.4指定港（13港） 
H18.12指定港（3港） 

【総合静脈物流拠点港（リサイクルポート）の指定状況】
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第一部　港湾関係事業 Ⅱ．重点事項

29

基本方針・要求規模

1 投資の重点化・効率化

【メリ】 

【ハリ】 

△13％ 
△8％ 

＋16％ 

＋21％ ＋22％ 

30 

25 

20 

15 

10 

5 

0 

△5 

△10 

△15 

△20 

△25

対
前
年
度
伸
び
率
（
％
） 

小
規
模
施
設
の
整
備
 

一
般
内
貿
タ
ー
ミ
ナ
ル
 

　
　
　
　
　
　
　
の
整
備
 

港
湾
に
お
け
る
地
震 

　
災
害
へ
の
対
応
力
強
化 

ス
ー
パ
ー
中
枢
港
湾 

　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

港
湾
を
核
と
し
た 

　
地
域
活
性
化 

　
　
プ
ロ
グ
ラ
ム 

△13％ 
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【ハリ】【ハリ】 【ハリ】 

スーパー中枢港湾 
プロジェクト 

港湾を核とした 
地域活性化プログラム 

港湾における地震 
災害への対応力強化 

一般内貿ターミナル 
の整備 

小規模施設の整備 

注1）上記計数は国費で公共事業分である。 
　2）上記計数は四捨五入の関係で一致しない場合がある。 

【メリ】【メリ】 【メリ】 

増△減増△減 

191億円 165億円 26億円 

732億円 601億円 131億円 

817億円 676億円 140億円 

96億円 104億円 △ 8億円 

94億円 108億円 △14億円 

増△減増△減 増△減 

増△減 

平成21年度 
要　求　額 
平成21年度 
要　求　額 

平成20年度 
予　算　額 
平成20年度 
予　算　額 

平成21年度 
要　求　額 
平成21年度 
要　求　額 

平成20年度 
予　算　額 
平成20年度 
予　算　額 

① 投資のメリハリ

事業の「選択と集中」により予算要求の重点投資をさらに進め、より一層効率的・効果的な事業実施に努める。

0

50

150

250

350

100

200

300

400
（港） 

平成11年度 平成21年度 
（要求） 

319

132

319

平成11年度比 
59%減 

1,030

578
132

319

132

0

200
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1,000

1,400

400

800

1,200

（箇所） 

平成11年度 平成21年度 
（要求） 

1,030

578

1,030

578

平成11年度比 
44%減 

●平成21年度予算要求における投資のメリハリ

Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進

② 事業実施港数・箇所数

我が国全体での歳出改革が重要な課題となっているなか、限られた予算により政策課題へ適切に対応し、

投資の重点化を進めるため、地方港湾への新規投資の抑制、重要港湾における事業実施箇所数の一層の削

減を図る。

●地方港湾における事業実施港数の削減　　　　 ●重要港湾における事業実施箇所数の削減
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第一部　港湾関係事業

③ 「改良」による既存ストックの有効活用

新規施設の「建設」のみならず、既存ストックを

「改良」することによって、その質を減ずることな

く有効に活用していく。

（％） 
100

80

60

40

20

0
平成11年度 

：係留施設の改修事業に占める改良のシェア（施設数） 

16%
48%

平成21年度（要求） 

16%
48%

⑤ 港整備交付金の活用

水産庁との連携により地方港湾・第一種漁港の施設整備を効率的に実施するために、事業間での融通や年度

間での事業量の変更が可能な港整備交付金（地域再生基盤強化交付金の一環として内閣府に一括計上）について、

地方の実情に配慮しつつ、その一層の活用を進める。また、第二種漁港への適用拡大を要求する（水産庁）。

④ 港湾統合の推進

港湾管理者と国が連携しながら政策的に港湾の統合

を進め、分散投資の解消を図ること等により効率的・

効果的な港湾の投資・運営をめざす。

効　果 ・地域での同一課題を、港湾事業と漁港事業とが連携して推進 
・地域の自主性や裁量性により、効率的な事業実施が可能 

⑥交付 

①地域再生計画の申請 

④各年度の予算要望 

③地域再生計画の認定 内閣府 

⑤配分・移替え 

国土交通省 水産庁 
事業間の進度調整 

港湾施設a

漁港施設 

事業量の年度間調整OK

港湾施設b

次年度 地方公共団体 

事業スキーム 執行の弾力化 

［予算の一括計上］ 

②計画に 
　対する同意 

地
方
公
共
団
体 

港
湾
・
漁
港
施
設
の
事
業
費 

漁港施設 

【港整備交付金のスキーム】

＜統合による効果＞

・港湾の施設などの投資の効率化
→　適切な機能の分担、配置計画及び整備計画

・港湾運営の効率化
→　各種手続き、事務の省力化

●改修事業に占める改良シェア

（港） 
1,500

1,200

900

300

600

0
平成17年4月 平成20年7月 

1,079 1,0311,079 1,031

●我が国の港湾数（56条港湾を含む）
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Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進

⑥ 総合的なコスト縮減の推進

民間企業による技術革新の進展、国民の安全・安心へのニーズや将来の維持管理・更新費用が増大する

ことへの対応、地球温暖化等の環境問題に対する要請の高まりを踏まえ、これまでの「総合的なコスト縮

減」から、VFM（経済性にも配慮しつつ、公共事業の構想・計画段階から維持管理までを通じて、投資に対

して最も価値の高いサービスを提供すること）最大化を重視した「総合的なコスト構造改善」を推進する。

【性能規定化された技術基準に基づく港湾 
　施設の設計の実施】 

　平成19年度より港湾の施設の技術上の基準（技
術基準）を従来の仕様規定から性能規定に変更。
また、技術基準との適合性を国又は第三者機関
が確認する適合性確認制度も併せて創設し、設
計の自由度が増した港湾施設の安全確保に万全
を期している。 

抵抗力抵抗力 

抵抗力抵抗力 

抵抗力 

従来の設計法 

より合理的なより合理的な 
構造断面へ構造断面へ 
より合理的な 
構造断面へ 

抵抗力抵抗力 

性能規定化 
による設計法 

堤体に作用する波
力に対する必要な
抵抗力（堤体重量）
を確保 

許容される滑動量
を考慮することに
より必要な抵抗力
を低減 

堤体の縮小 
（コスト縮減）が 
期待される 

波力波力 波力 

波力 
許容される許容される 
滑動量滑動量 

抵抗力 

許容される 
滑動量 

【ライフサイクルコスト構造の改善】 

○改良工事により施設を長寿命化した事例 

　点検診断、維持補修の計画など維持管理
計画に基づく港湾施設の計画的かつ適切な
維持管理により、施設のライフサイクルコ
スト構造の改善を図る。 

桟橋の裏面の鉄筋コンク 
リートが塩害により腐食 

表面を修復することで、 
桟橋本体を長寿命化 

○港湾施設の長寿命化・延命化効果を評価 

※LCC：ライフサイクルコスト 

維持管理 

更新 

評価時点 

新設 

アクション後 

維持管理 

評価期間B

評価時点 評価終了時点 

修繕 修繕 
修繕 

評価終了時点 

年平均費用算出 
（LCC合計B／評価期間B） 

－ ＝ 

1サイクル 
新設 更新 

年平均費用算出 
（LCC合計A／評価期間A） 

年平均 
費用A

アクション前 

評価期間A
1サイクル L

C
C
合
計
A

L
C
C
合
計
B

更
新
 

更
新
 

年平均 
費用B

毎年度の 
改善額 

維持 
管理 

維持 
管理 

【技術基準の性能規定化による事例】 【ライフサイクルコストの最小化】

●総合的なコスト構造改善
平成20年度から5年間で、平成19年度と比較して、15％の総合コスト改善率を達成することを目標

●主要な取組

●充実を図る取組

①計画、設計から施工、維持管理に至る、港湾関係事業のすべての段階を通じた総合的なコスト構
造改善の取り組みの充実

②民間企業の技術力を活用する公共調達手法の採用

・工事コストの縮減 
  （規格の見直し含む） 
・事業効果の早期発現 
・将来の維持管理費の削減 

+ 
・民間企業の技術革新によるコスト構造の改善 
・施設の長寿命化によるライフサイクルコスト構造 
　の改善 
・環境負荷の低減効果等の社会的コスト構造の改善 

これまでの評価項目 新たな評価項目 

・工事コストの縮減 
  （規格の見直し含む） 
・事業効果の早期発現 
・将来の維持管理費の削減 

これまでの評価項目 
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第一部　港湾関係事業

⑦ 入札・契約手続きの改善

公共工事の入札・契約手続きにおける一層の透明性及び競争性の確保、公共工事の品質確保の促進等を

図るため、一般競争入札の対象をこれまでの「5千万円以上の工事」に加え、「5千万円未満の工事」にお

いても積極的に取り組むこととする。また、原則として全ての工事の発注について総合評価落札方式を実

施する。

従来より価格のみの競争にて発注を行ってきた調査・設計等業務についても一層の品質確保の促進を図

るため、総合評価落札方式を試行的に導入し、その拡大を図る。

⑧ 公共工事の品質確保

工事の施工段階において、より確実な品質確保、キャッシュフローの改善、双務性の向上を図るため、

施行プロセスを通じた検査・監督の強化（日々の品質監視、段階的な検査の導入等）、出来高部分払い

（段階的な検査で確認出来た部分についてその都度支払いを行う）、発注者・元請業者・下請業者にて行う

三者連絡会の試行を深化しつつ、公共調達制度の改革を推進する。

また、公共工事において極端な低価格による受注が行われた場合、工事品質の確保に支障を及ぼしかね

ないだけでなく、下請業者へのしわ寄せ、労働条件の悪化、安全対策の不徹底等の悪影響が懸念されるこ

とから、発注段階を中心とした低価格入札対策についても引き続き実施する。

⑨ 港湾施設の戦略的維持管理の推進（再掲）（25頁参照）

港湾施設の長寿命化等に資する計画の策定を推進し、計画に基づく予防保全的な維持管理（点検診断・

維持補修等）の実施により、今後増大が予想される改良・更新コストの抑制を図る。
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改良・更新コスト 

耐用年数を経過した施設数 

（施設数） 

（年） 

（億円） 

【岸壁数（水深7.5m以上）の改良・更新コストと耐用年数を経過した施設数の推移】
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Ⅲ．効率的・効果的な事業の推進

2 主な施策・事業の総合化
港湾関係以外の様々な施策・事業との連携・総合化を進め、港湾行政単独では実施することの困難な施

策を幅広く展開し、国民のニーズにきめ細かく適切に対応していく。

① スーパー中枢港湾プロジェクトの充実・深化 ～省内各局、関係省庁、経済団体との連携～

スーパー中枢港湾プロジェクトの充実・深化として、次世代高規格コンテナターミナルの整備を実施す
るとともに、経済団体と連携して国内ネットワーク等の強化を図るため内航フィーダー輸送強化に対する
支援を実施する。

④ AISを活用した新たな港内管制及び港湾物流の効率化 ～海上保安庁との連携～

海上保安庁と連携し、平成20年7月までに一定の船舶への搭載義務が完了した船舶自動識別装置（AIS）

のデータを活用し、船舶の運行効率の向上と港湾物流の効率化の双方を実現する。

⑤ 基幹的広域防災拠点の運用体制の強化 ～内閣府（防災担当）、都市・地域整備局との連携～

内閣府（防災担当）等と連携し、基幹的広域防災拠点について、近畿圏では、堺泉北港堺2区において

整備を推進するとともに、首都圏では、川崎港東扇島地区において運用体制を強化する。

② 次世代シングルウィンドウの利便性向上とアジア・ゲートウェイ構想「貿易手続
改革プログラム」の着実な実施 ～省内各局、関係省庁との連携～

「貿易手続改革プログラム」を着実に実施し、関係6省庁が連携して構築した次世代シングルウィンド

ウへの港湾管理者手続の機能を追加等更なる利便性の向上を推進する。

③ 物流セキュリティ及びこれに連動した物流効率化の実現方策等に関する調査研究
～省内各局、関係省庁との連携～

関係7省庁が連携してとりまとめた「安全かつ効率的な国際物流の実現のための施策パッケージ」で示

されたセキュリティ強化と物流効率化の両立に向けた施策方針に基づき、海上コンテナ用電子タグの検証

及び実証実験を行う。

⑥ メガポート・イニシアティブのパイロット・プロジェクトの実施 ～財務省、外務省等との連携～

港湾における積荷の検査能力を強化し、放射性物質等の拡散を防止することを目的としたメガポート・

イニシアティブの導入を検討するため、関係省庁と連携しながら、輸出入コンテナ貨物の放射性物質の有

無の検知にかかる試行実験（パイロット・プロジェクト）を行い、放射性物質等の検知にかかる運用体制

や検知レベルの設定などの技術的事項について検討を行う。
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⑧ 全国海の再生プロジェクト ～海上保安庁、都市・地域整備局、河川局、農林水産省、経済産業省、環境省との連携～

水質汚濁が慢性化している閉鎖性海域の水質環境改善を図るため、関係行政機関の連携により策定した

行動計画に基づき、総合的に施策を推進する。

⑨ 国際競争力の高い魅力ある観光地の形成 ～観光庁との連携～

水辺空間の修景等による心地よい観光空間の創造と、快適な旅客ターミナルビルの整備等による観光客

の移動の快適化により、観光圏の魅力向上を図る。

⑩ 離島航路の再生に向けた取組と連携した港湾整備の推進 ～総合政策局、海事局との連携～

旅客の大幅減少など大きな環境変化にさらされている離島航路の再生に向けて、総合政策局（地域公共

交通活性化）や海事局（航路事業の構造改善支援等）と連携して、船舶の大型化、就航率の向上等のため

の港湾整備を推進する。

⑦ 災害後の港湾機能の早期復旧に向けた取組体制の強化 ～省内各局、港湾関係者との連携～

全省的な取り組みである緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）の港湾部門として、被災地への人員派

遣と被災施設の緊急調査の迅速かつ的確な実施に向け、体制の充実を図る。

また、大規模災害時に低下した港湾機能を早期に回復させるため、港湾関係者との連携の下に港湾の事

業継続計画（BCP）を策定する。

第一部　港湾関係事業
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1 主な新規着工施設

H21 ～ H27

H21 ～ H23

H21 ～ H28

H21 ～ H26

194

54

540

118

整 備 期 間  
（年度） 

事　業　名 
［事業主体］ 

港湾整備 
事 業 費 
（億円） 

事　業　内　容 

新潟港　東港区西ふ頭地区 
国際海上コンテナターミナル
整備事業 

［北陸地方整備局］ 

名古屋港　鍋田ふ頭地区 
国際海上コンテナターミナル
整備事業 

［中部地方整備局］ 

徳島小松島港　沖洲（外）地区 
複合一貫輸送ターミナル 
整備事業 

［四国地方整備局］ 

川崎港　東扇島～水江町地区 
臨港道路整備事業 
 

［関東地方整備局］ 

外貿コンテナ貨物の増加に対応するため、国際
海上コンテナターミナルの整備を行う。これに
より約29億円／年の輸送費用の削減効果が得ら
れる。 

外貿コンテナ貨物の増加に対応するため、国際海
上コンテナターミナルの整備を行う。これにより
約77億円／年の輸送費用の削減効果が得られる。 

臨海部におけるコンテナ貨物等の効率的な輸送に
対応するため、臨港道路の整備を行う。これによ
り約54億円／年の輸送費用等の削減効果が得ら
れる。 

内貿ユニットロード貨物の増加や船舶の大型化に
対応するため、複合一貫輸送に対応した国内輸送
ターミナルの整備を行う。これにより約14億円
／年の輸送費用等の削減効果が得られる。 

Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項



36

2 新規制度等

③ 離島港湾における燃油高騰対策の推進

離島における船舶の大型化、就航率の向上等のための港湾整備を推進するとともに、新たに、離島の島

民生活にとって不可欠な燃料油の効率的な荷役・流通体系の構築を支援するため埠頭に設置される燃料油

貯蔵施設の整備を推進する。

④ 国際競争力の高い魅力ある観光地の形成に資する旅客ターミナルの整備

国際競争力の高い魅力ある観光地の形成に資するため、観光圏（観光圏の整備による観光旅客の来訪及

び滞在の促進に関する法律による）整備事業と連携して、その玄関口として相応しい旅客ターミナルビル

の整備を行う民間事業者に対する補助制度を創設する。

② 船舶版アイドリングストップの推進

地球温暖化の一因である二酸化炭素（CO2）の削減、更には大気汚染物質である硫黄酸化物（SOX）、

窒素酸化物（NOX）、粒子状物質（PM）の削減を目的として、係留施設等の整備と一体的に陸上電力供

給施設等の整備を行い、停泊中船舶からの排出ガス削減に向けた船舶版アイドリングストップを推進する。

① スーパー中枢港湾プロジェクトの充実・深化 ～港湾物流総合改革事業費（仮称）の創設～

スーパー中枢港湾におけるゲートの24時間化の達成など、港湾物流を総合的に改革していく先導的な

官民協働プロジェクト等を推進していくため、港湾物流総合改革事業費（仮称）を創設する。

第一部　港湾関係事業
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第一部　港湾関係事業

 

事　　　　　項 
 

１． スーパー中枢港湾

における荷さばき施設

等に係る特例措置 

＜延長＞ 

 

2．倉庫用建物等に係る

特例措置  

　　　　＜拡充・延長＞ 

税 制 改 正 内 容  

○　スーパー中枢港湾の特定国際コンテナ埠頭において、国の無利子貸付制度（港湾

法第55条の８）の適用を受けて認定運営者が取得する荷さばき施設等に係る以下の

特例措置の適用期限を２年間延長する。 

→固定資産税・都市計画税：課税標準１／２ 

○　国際競争力の強化、物流分野での環境負荷（CO2量）の削減及び地域の活性化に

資するよう、「物流総合効率化法」に定められた総合効率化計画に基づき倉庫用建

物等を取得する場合の特例措置を２年間延長する。 

→固定資産税・都市計画税：課税標準５年間５／６（港湾上屋） 

Ⅴ．税制改正Ⅴ．税制改正Ⅴ．税制改正Ⅴ．税制改正Ⅴ．税制改正Ⅴ．税制改正Ⅴ．税制改正Ⅴ．税制改正Ⅴ．税制改正Ⅴ．税制改正Ⅴ．税制改正Ⅴ．税制改正Ⅴ．税制改正Ⅴ．税制改正Ⅴ．税制改正Ⅴ．税制改正Ⅴ．税制改正
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あああ

第二部

海岸事業等
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2 概算要求の規模

1 概算要求の基本方針
地球温暖化の進行による気候変化が顕在化する中、切迫する大規模地震・津波災害や頻発する深刻な高

潮災害等に対して国民の安全・安心を確保するため、ハード・ソフト一体となった海岸事業を強力に推進

する。

特に、浸水リスクに対して脆弱であり、人口・資産が集積しているゼロメートル地帯や地震防災対策推

進地域等を中心に、想定される被害の深刻さを鑑み緊急的に海岸保全施設の老朽化対策や耐震対策に取組

む。

また、海洋基本法の成立を踏まえ、侵食対策や海岸利用の促進、漂流・漂着ゴミ対策等についても積極

的に取組む。

事 業 費  

国 費  

476億円
283億円
14億円
13億円 

418億円 

248億円 

1.141 

1.142

0.957 

1.000

事 業 費  

国 費  

15億円 

13億円 

注1）上記計数には内閣府分を含む。 

事 業 区 分  

港 湾 海 岸 事 業  

災 害 復 旧 事 業 等  

費　　　目 
（Ａ）/（Ｂ） 

平成21年度 
  要求額（Ａ） 

平成20年度 
  予算額（Ｂ） 

対前年度比 

注1）数値の上段は事業費、中段（　）内は国費、下段はシェアを記す。なお、シェアは国費ベースである。 
　2）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。　 

重　　点　　事　　項 

合　　　　　　　　計  

1  安全・安心の確保（安全・安心で質の高い国民生活の構築） 
　  ①　災害の危険性の高い地域における緊急津波・高潮対策の推進 

　  ②　海岸保全施設の老朽化対策の推進 

　  ③　ハード・ソフト一体となった津波・高潮対策（拡充） 
 
2  地域の活性化（成長力の強化） 
　  ①　海岸利用の活性化のための海岸環境整備事業の促進 

　  ②　地域住民、NPO等と連携した住民参加型の海辺づくり 
 
3  地球環境問題への対応（安全・安心で質の高い国民生活の構築） 
　  ①　地球温暖化による気候変化への対応 

　  ②　海辺の環境や景観の保全・創造 

 
平成21年度 
要　求　額 

平成20年度 
予　算　額 対前年度比 

（単位：億円）

1.16 
（1.15） 

1.00 
（1.03） 

1.24 
（1.36） 

 1.14 
（1.14） 

 

420
（253） 
89.3％ 

47
（25） 
9.0％ 

9
（5） 
1.7％ 

363 
（220） 
88.6%

47 
（25） 
9.9％ 

8 
（4） 
1.4％ 

476
（283） 

418 
（248） 

Ⅰ．基本方針・要求規模Ⅰ．基本方針・要求規模Ⅰ．基本方針・要求規模Ⅰ．基本方針・要求規模Ⅰ．基本方針・要求規模Ⅰ．基本方針・要求規模Ⅰ．基本方針・要求規模Ⅰ．基本方針・要求規模Ⅰ．基本方針・要求規模Ⅰ．基本方針・要求規模Ⅰ．基本方針・要求規模Ⅰ．基本方針・要求規模Ⅰ．基本方針・要求規模Ⅰ．基本方針・要求規模Ⅰ．基本方針・要求規模Ⅰ．基本方針・要求規模Ⅰ．基本方針・要求規模

3 重点事項の要求額（港湾海岸事業の内訳）



Ⅰ．基本方針・要求規模
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重点事項のポイント

Ⅱ．重点事項Ⅱ．重点事項Ⅱ．重点事項Ⅱ．重点事項Ⅱ．重点事項Ⅱ．重点事項Ⅱ．重点事項Ⅱ．重点事項Ⅱ．重点事項Ⅱ．重点事項Ⅱ．重点事項Ⅱ．重点事項Ⅱ．重点事項Ⅱ．重点事項Ⅱ．重点事項Ⅱ．重点事項Ⅱ．重点事項

重点事項のポイント

①災害の危険性の高い地域における緊急津波・高潮対策の推進　⇒ 42頁
イ）ゼロメートル地帯等における緊急高潮対策　⇒ 42頁
平成17年8月末の米国でのハリケーン・カトリーナによる災害を教訓とし、人口・資産が集

積し、地球温暖化により災害リスクの更なる増大が懸念される三大湾等のゼロメートル地帯に
おける高潮対策を推進する。
ロ）高潮被害等の再度災害防止のための緊急対策　⇒ 43頁

深刻な高潮災害を経験した海岸や激しい冬期波浪等により深刻な侵食被害を受けている海岸
等において、緊急的な再度災害防止対策を推進する。
ハ）地震防災対策推進地域等における地震・津波対策　⇒ 44頁

切迫する大規模地震と津波の発生に対し、壊滅的な人的・物的被害の発生を防ぐため、地震
防災対策推進地域等を中心として港湾における総合的な津波対策を推進する。また、海岸保全
施設の耐震化が遅れていることから、緊急的な耐震対策を推進する。
ニ）菜

な

生
ばえ

海岸堤防倒壊災害を教訓とした堤防等の緊急補強対策　⇒ 45頁
平成16年の台風23号の高波による菜生海岸堤防倒壊災害を踏まえ、同様の危険性を有する

海岸において、緊急的に海岸保全施設の補強を図る。

②海岸保全施設の老朽化対策の推進　⇒ 45頁
海岸堤防等海岸保全施設は、築造後50年近く経過したものが多く、部材経年劣化や波浪等の影響に
よる損傷や機能低下が進行している。このため、老朽化により海岸保全施設の機能が著しく低下し、
甚大な被害が発生するおそれがある海岸において、海岸保全施設の老朽化対策を計画的に推進する。

③ハード・ソフト一体となった津波・高潮対策（拡充） ⇒ 46頁
津波及び高潮発生時において、人口や産業が集積する港湾背後の安全・安心を確保するため、
水門の自動化・遠隔操作化、ハザードマップの作成支援などハード・ソフト一体となった取り組
みを地方の裁量を活かしつつ推進する

④漂流・漂着ゴミ対策の推進　⇒ 46頁
広範囲にわたり堆積した海岸漂着ゴミや流木等を処理するため、災害関連緊急大規模漂着流木等処
理対策事業により、広域にわたる「複数の海岸」の関係者が協働した一体的・効率的な処理を進める。

①海岸利用の活性化のための海岸環境整備事業の促進　⇒ 47頁
広域的な一連の海岸を対象として、近隣市町村や多様な関係者が協働して行う海岸利用活性化
計画の策定とこの計画に基づいた海岸保全施設や海岸利用者向けの利便施設の整備を支援する。

②地域住民、NPO等と連携した住民参加型の海辺づくり　⇒ 47頁
地域住民やNPOとの連携強化により、地域の自然環境や地域固有の歴史を活かした海辺と人々
とのつながりの密接化を促進し、かつての多様で豊かな海辺と人々とのつながりを現代の暮らし
に叶う形で蘇らせる「里浜づくり」を推進する。

①地球温暖化による気候変化への対応　⇒ 47頁
地球温暖化の進行による海面上昇や台風の大型化等の異常気象により、災害リスクが増大している。

特に、人口・資産が集積する港湾背後のゼロメートル地帯において、ひとたび津波・高潮等による大規
模な災害が発生した場合には、社会経済活動全体が壊滅的な被害を受ける可能性があり、社会的な不安
が高まっていることから、これらに対する緊急対策を講じるための調査を推進する。

②海辺の環境や景観の保全・創造　⇒ 48頁
多様な生物の生息・生育や優れた自然環境の形成など自然環境の積極的な保全、快適な海岸利
用の促進及び生活環境の向上に資する海岸づくりを積極的に進める。

2 地域の活性化（成長力の強化）

1 安全・安心の確保（安全・安心で質の高い国民生活の構築）

3 地球環境問題への対応（安全・安心で質の高い国民生活の構築）



19％ 

16％ 
30％ 

26％ 

面積：116km2 
人口：176万人 

■三大湾等のゼロメートル地帯には人口・資産等が集積。 
　一方、ゼロメートル地帯を守る海岸保全施設は老朽化が進行し、耐震性の不足も見られる。 

※国土地理院地図を基に港湾局作成　H17.9国土交通省、農林水産省調べ 

東京湾 伊勢湾 大阪湾 

40年以上経過 
30～40年経過 
20～30年経過 
20年未満経過 
不明 

9％ 

面積：336km2 
人口：90万人 

面積：124km2 
人口：138万人 

福山港海岸 

【三大湾における海岸 
　堤防の築造経過年数】 

尼崎西宮芦屋港海岸 
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1 安全・安心の確保（安全・安心で質の高い国民生活の構築）

① 災害の危険性の高い地域における緊急津波・高潮対策の推進

イ）ゼロメートル地帯等における緊急高潮対策

平成17年8月末の米国でのハリケーン・カトリーナによる災害を教訓とし、人口・資産が集積し、地

球温暖化により災害リスクの更なる増大が懸念される三大湾等のゼロメートル地帯における高潮対策を推

進する。 （東京港海岸等）

○事業費約420億円（対前年度比1.16）、国費約253億円（対前年度比1.15）

第二部　海岸事業等

イ）ゼロメートル地帯等における緊急高潮対策　　　　 ： 

ロ）高潮被害等の再度災害防止のための緊急対策　　　 ： 

ニ）菜生海岸堤防倒壊災害を教訓とした 
　堤防等の緊急補強対策　　　　　　　　　　　　　 ： 

ハ）地震防災対策推進地域等における地震・津波対策　 ： 

※国土地理院地図を基に港湾局作成 
注）主要箇所のみ 

な  ばえ 

各地域において、浸水リスクに対して脆弱であり、人口・資産が集積したゼロメートル地帯や大規模地震の発生が

危惧される地震防災対策推進地域等を中心に、国民の安全・安心を確保するための緊急津波・高潮対策を推進する。



Ⅱ．重点事項

ロ）高潮被害等の再度災害防止のための緊急対策

深刻な高潮災害を経験した海岸や激しい冬期波浪等により深刻な侵食被害を受けている海岸等におい

て、緊急的な再度災害防止対策を推進する。 （新潟港海岸等）

【台風による越波状況】
（平成18年台風13号、山口県下関市）

（新潟港海岸）

【台風による浸水状況】
（平成16年台風18号、兵庫県神戸市）

【台風による浸水状況】
（平成16年台風16号、香川県高松市）

■侵食対策の推進

激しい冬期波浪等により深刻な侵食被害を受けている海岸において、面的防護工法による抜本的

な侵食対策を推進する。

■災害対策重点海岸等に対する再度災害防止

・平成16年に観測史上最多の10個の台風が上陸。全国各地で高潮被害が発生し、全国で21,086棟の
床上・床下浸水被害が発生したことを受けて、災害対策重点海岸に対し、予算の重点配分等を行う。

・過去において高潮等による甚大な災害を受けた海岸について、他事業との連携等も考慮しつつ効
果的な対策を推進する。

市　街　地 市　街　地 

後退前汀線 

後退後汀線 

平成元年撮影 

後退前汀線 

後退後汀線 

平成17年10月撮影 

離岸堤（潜堤）離岸堤（潜堤） 

突堤突堤 

養浜 約70m

離岸堤（潜堤） 

突堤 

市　街　地市　街　地 市　街　地 

【整備前】 【整備後】
侵食による砂浜の損失 整備により砂浜が回復
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第二部　海岸事業等

ハ）地震防災対策推進地域等における地震・津波対策

切迫する大規模地震と津波の発生に対し、壊滅的な人的・物的被害の発生を防ぐため、東南海・南海地

震防災対策推進地域等を中心として港湾における総合的な津波対策を推進する。特に、海岸保全施設の耐

震化が遅れていることから、緊急的な対策を要する海岸保全施設について、耐震化を計画的に推進する。

（撫養港海岸等）

根室沖（M7.9程度） 
40％程度 

三陸沖  北部（M7.1～7.6） 
90％程度 

宮城県沖（M7.5前後） 
99％ 

茨城県沖（M6.8程度） 
90％程度 

東海 
（M8.0程度） 
87％（参考値） 

安芸灘～豊後水道 
（M6.7～7.4） 
40％程度 

南関東 
（M6.7～7.2程度） 
70％程度 

日向灘 
（M7.1前後） 
70～80％ 

東南海 
（M8.1前後） 
60～70％程度 

南海（M8.4前後） 
50％程度 

三陸沖  南部海溝寄り（M7.7前後） 
80～90％ 

三陸沖～房総沖・津波型（Mt8.2前後） 
20％程度 

：過去10年間に発生した最大震度6以上の地震 

：今後30年以内の発生確率20%以上の地震 

※地震調査研究推進本部資料、 
　平成19年版防災白書を基に 
　港湾局作成 

与那国島周辺 
（M7.8程度） 
30％程度 

× 

× 

× 

× × × × 

× × 

× 

× 

× × × × 
× × × × × × 

× × 

× × × × 
× × 

【過去10年間に発生した最大震度6以上の地震及び今後30年以内の発生確率20％以上の地震】

■耐震対策緊急事業の推進 
　地震発生後の堤防・護岸の防護機能低下による浸水被害から人命や資産の防護を図るため、ゼロメートル地帯等で地域中
枢機能集積地区を有する海岸において、海岸耐震対策緊急事業計画に基づき、堤防・護岸の耐震対策を緊急的に推進する。 

海岸保全施設の耐震化 

○ ○ 市 役 所 

耐震性あり
 耐震

性なし 

（事業対
象箇所） 

○○海岸
 

耐震性なし 

（事業対象箇所） 

◆◆海岸 

◆◆海岸と△△海岸を一体施工 

●ソフト対策との連携 
・避難体制、ハザードマップ、情報提供等 

●関係機関との連携 
・各海岸管理者、市役所、消防署、学校等 

△△海岸 

耐震性あり
 

事業計画を策定し、 
5年程度で緊急対策 

一連の防護区域 
一連の防護区域 

ゼロメートル地帯等で 
地域中枢機能集積地区 
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Ⅱ．重点事項

② 海岸保全施設の老朽化対策の推進

海岸堤防等海岸保全施設は、築造後50年近く経過したものが多く、部材経年劣化や波浪等の影響によ
る損傷や機能低下が進行している。一方、地球温暖化の影響等による高潮被害の増加や海岸侵食の進行、
破堤による壊滅的な被害などが懸念されている。
このため、老朽化により海岸保全施設の機能が著しく低下し、甚大な被害が発生するおそれがある海岸

において、海岸堤防、護岸等に係る老朽化調査、老朽化対策計画の策定、計画に基づく対策工事を一体的
に推進する。

○海岸保全施設の中には、整備後50年近くに達
する施設が多く、施設の破堤などの壊滅的な
災害の発生が懸念されている。 

・施設の長寿命化が図られることにより、ライ
フサイクルコストを縮減 

・計画的な維持管理・更新により、施設の機能
低下による災害の発生を防止 

老朽化対策の計画的推進 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

（年度） 

老朽化が進む堤防や護岸 

■海岸堤防等老朽化対策緊急事業 

堤
防
・
護
岸
新
設
延
長
 

堤
防
・
護
岸
累
積
延
長
 

（km） （km） 

～S35 S40 S45 S50

40～50年 

S55 S60 H2 H7 H12H17

S30年代までに現堤 
防・護岸の約6割が整 
備されている。 

新設延長 

累積延長 

ニ）菜
な

生
ばえ

海岸堤防倒壊災害を教訓とした堤防等の緊急補強対策

平成16年の台風23号の高波による菜生海岸堤防倒壊災害を踏まえ、同様の危険性を有する海岸におい

て、緊急的に海岸保全施設の補強を図る。 （徳山下松港海岸等）

・計画波高を超える観測史上最大の高波により、海岸堤防
が約30ｍにわたって倒壊・流出。 

・家屋13棟が崩壊し、3名が死亡、4名が負傷。 

菜生海岸堤防倒壊災害と同様な危険を有する施設に
おいて、概ね5年間で壊滅的被害の防止対策を実施。 【高知県室戸市　菜生海岸】 

・計画
策定 

・老朽
化対策

 
・計画

策定 

・老朽
化対策

 

・老朽化
調査老朽化調
査 

○○海岸○○海岸
 

△△海岸△△海岸 
・計画

策定 

・老朽
化対策

 
・計画

策定 

・老朽
化対策

 

○○海岸
 

△△海岸 

○○海岸と△△海岸を一体施工 
・老朽化

調査 

・老朽化
調査 

・計画策
定 

・老朽化
対策 

・老朽化調査老朽化調査 
・計画策定計画策定 
・老朽化対策老朽化対策 

・老朽化
調査 

・計画策
定 

・老朽化
対策 

・老朽化調査 
・計画策定 
・老朽化対策 
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第二部　海岸事業等

③ ハード・ソフト一体となった津波・高潮対策（拡充)

津波及び高潮発生時において、人口や産業が集積する港湾背後の安全・安心を確保するため、水門の自

動化・遠隔操作化、ハザードマップの作成支援などハード・ソフト一体となった取り組みを地方の裁量を

活かしつつ推進する。特に、近年の高潮・高波の被害の頻発、気候変化に伴う台風の激化など、災害リス

クの増大に対応するため、危機管理対応の充実を図るよう、観測施設や観測データを収集・処理・伝達す

るシステムの整備を行うとともに、局所的な堤防等未整備箇所において堤防等を整備し、連続性の確保を

行うなど、津波・高潮危機管理対策緊急事業を拡充する。

■津波・高潮危機管理対策緊急事業
支援メニュー（下線部は拡充）

①水門等の自動化・遠隔操作化

②堤防、護岸等海岸保全施設の破堤防止、局
所的な堤防等未整備箇所における堤防等の
整備

③津波・高潮ハザードマップの作成支援

④津波防災ステーションの整備

⑤津波・高潮情報提供施設の設置（情報基盤
の整備）

⑥避難対策としての管理用通路の整備

⑦避難用通路の設置

津波津波・高潮高潮ハザードマップ 
作成支援作成支援 

堤防護堤防護岸の 
破堤防止破堤防止 

津波・高潮津波・高潮 
情報提情報提供施設施設 

津波防津波防災ステーション 

津波・高潮発生！ 

津波・高潮ハザードマップ 
作成支援 

水門等水門等の自動化・の自動化・ 
遠隔操作化操作化 
水門等の自動化・ 
遠隔操作化 

堤防護岸の 
破堤防止 

津波・高潮 
情報提供施設 

津波防災ステーション 

津波・高潮発生！ 

避難用避難用通路 避難用通路 

情報基盤 
の整備 

局所的な堤防等未 
整備箇所における 
堤防等の整備 

④ 漂流・漂着ゴミ対策の推進

広範囲にわたり堆積した海岸漂着ゴミや流木等を処理するため、災害関連緊急大規模漂着流木等処理対

策事業により、広域にわたる「複数の海岸」の関係者が協働した一体的・効率的な処理を進める。

【広範囲にわたる海岸漂着ゴミや流木への対応】
※関係者が協働して一体的・
　効率的に処理

対
象
範
囲

1,0
00
m
3 以
上

A海
岸

DD海
岸
海

B海
岸
海
岸

C海
岸
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Ⅱ．重点事項

2 地域の活性化（成長力の強化）

① 海岸利用の活性化のための海岸環境整備事業の促進

広域的な一連の海岸を対象として、近隣市町村や多様な関係者が協働して行う海岸利用活性化計画の策

定とこの計画に基づいた海岸保全施設や海岸利用者向けの利便施設の整備を支援する。

○事業費約47億円（対前年度比1.00）、国費約25億円（対前年度比1.03）

【海岸での清掃活動】
（久手港海岸）

② 地域住民、NPO等と連携した住民参加型の海辺づくり

地域住民やNPOとの連携強化により、地域の自然

環境や地域固有の歴史を活かした海辺と人々とのつ

ながりの密接化を促進し、かつての多様で豊かな海

辺と人々とのつながりを現代の暮らしに叶う形で蘇

らせる「里浜づくり」を推進する。

△○海岸 

×○海岸 

□×海岸 

◆◇海岸 

計画の対象範囲 
附帯施設 

トイレ、更衣室等 

夏の海水浴 

ビーチスポーツ 

※海岸の近隣市町村 
　や多様な関係者が 
　協働で策定 

※計画に応じて海岸管理者 
　が利用促進のための付帯 
　施設を整備 

■海岸の利用状況 「
海
岸
利
用
活
性
化
計
画
」
の
策
定
 

3 地球環境問題への対応（安全・安心で質の高い国民生活の構築）

① 地球温暖化による気候変化への対応

地球温暖化の進行による海面水位の上昇や台風の強大化等により、高潮浸水被害の深刻化や頻度の増加、

海岸侵食の進行などの災害リスクの増大が懸念される。特に人口・資産が集積する港湾背後のゼロメート

ル地帯において、ひとたび災害が発生した場合には、社会経済活動全体が壊滅的な被害を受ける可能性が

ある。このため、潮位等設計外力の予測手法の確立、災害リスクの評価手法の確立、経済的な対策工法の

開発等の調査を推進する。

○事業費約9億円（対前年度比1.24）、国費約5億円（対前年度比1.36）
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尼崎西宮芦屋港海岸竹原港海岸

●生物の生息環境に配慮した海辺づくり ●生活環境の向上に資する海岸づくり

稀少生物（カブトガニ等） 
の生活環境を確保・拡大 

② 海辺の環境や景観の保全・創造

多様な生物の生息・生育や優れた自然環境の形成など自然環境の積極的な保全、快適な海岸利用の促進

及び生活環境の向上に資する海岸づくりを積極的に進める。

IPCC第4次評価報告書統合報告書において予測されている気候変化とその影響 

気温上昇 

海面上昇 

約1.8℃ 
（1.1℃～2.9℃） 

約4.0℃ 
（2.4℃～6.4℃） 

18～38cm 26～59cm

環境の保全と経済の発展が
地球規模で両立する社会 

化石エネルギー源を重視しつつ
高い経済成長を実現する社会 

平均海面が59ｃｍ上昇した場合、三大湾（東京湾、伊勢湾、大阪湾）のゼロメートル地帯の面積、人口は5割増加 

※国土数値情報を基に作成 
※3次メッシュ（1km×1km）の標高情報が潮
位を下回るものを図示。面積、人口の集計
は3次メッシュデータにより行っている。 
※河川・湖沼等の水面の面積については含ま
ない。 
※海面が1m上昇した場合の面積、人口の60
％分を増分として計算 

現　状現　状 

面積 
（km2） 
 

577

404

879

593

1.5

1.5人口 
（万人） 

倍　率 
海面 
上昇後上昇後 現　状 

577

404

879

593

海面 
上昇後 

176万人 
（現状） 

東京湾（横浜市～千葉市） 伊勢湾（川越町～東海市） 大阪湾（芦屋市～大阪市） 

270万人 
（海面上昇後） 

90万人 
（現状） 

112万人 
（海面上昇後） 

138万人 
（現状） 

211万人 
（海面上昇後） 

第二部　海岸事業等
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あああⅢ．効率的・効果的な海岸事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な海岸事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な海岸事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な海岸事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な海岸事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な海岸事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な海岸事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な海岸事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な海岸事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な海岸事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な海岸事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な海岸事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な海岸事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な海岸事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な海岸事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な海岸事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な海岸事業の推進Ⅲ．効率的・効果的な海岸事業の推進

1 事業実施の効率化による供用効果の早期発現
ゼロメートル地帯及び施設の機能低下が著しい地域等における緊急津波・高潮対策への予算の重点配分

など、メリハリある配分を行うとともに、事業実施におけるコスト縮減と事業実施箇所の選択と集中とを

一層推進し、供用効果の早期発現に努める。

●事業間連携の強化

所管の異なる隣接海岸における事業について、所管の一元化（海岸法第40条2項の活用）を推進し、

効率的な海岸整備に努める。

また、道路事業等との連携による津波・高潮対策の推進や港湾整備事業及び他事業との連携による侵食

対策の推進など事業間連携を強化する。

●事業実施海岸数の削減

●平成21年度予算要求における投資のメリハリ
40

30

20

10

0

△20

△30

△10

△40

【ハリ】 【ハリ】 

対
前
年
度
伸
び
率
（
％
） 

【メリ】 【メリ】 

海岸環境整備事業等 

＋37%＋37%

△38％ △38％ 

ゼロメートル地帯等における 
緊急津波・高潮対策 

ゼロメートル地帯等における 
緊急津波・高潮対策 

179億円 130億円 49億円 

【ハリ】 【ハリ】 

注1）上記計数は国費である。 
　2）増△減は四捨五入の関係で一致しない場合がある。 

海岸環境整備事業等 8億円 13億円 △5億円 

【メリ】 【メリ】 

増△減増△減 増△減 

増△減増△減 増△減 

平成21年度 
要　求　額 
平成21年度 
要　求　額 

平成20年度 
予　算　額 
平成20年度 
予　算　額 

平成21年度 
要　求　額 
平成21年度 
要　求　額 

平成20年度 
予　算　額 
平成20年度 
予　算　額 

400 

350 

300 

250 

200 

150 

100 

50 

0
平成11年度 平成21年度（要求） 

（海岸数） 

平成11年度比 
44％減 

318318

178178



3 新規制度等
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① 津波・高潮危機管理対策緊急事業（拡充）〔海岸省庁共同要求〕

近年の高潮・高波の被害の頻発、気候変化に伴う台風の激化など、災害リスクの増大に対応するため、

危機管理対応の充実を図るよう、観測施設や観測データを収集・処理・伝達するシステムの整備を行うと

ともに、局所的な堤防等未整備箇所において堤防等を整備し、連続性の確保を行うなど、津波・高潮危機

管理対策緊急事業を拡充する。

Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項Ⅳ．新規事項

1 直轄事業の新規着工要求海岸

2 補助事業の新規着工要求海岸
高潮からの防護、老朽化した海岸保全施設の改良等を目的に、補助事業として新たに8海岸を要求する。

事        　　項 合　　計 

8 

8

高　　潮　　対　　策 

合        　　計 

事
業
内
容 

和歌山下津港海岸 〈Ｈ21～Ｈ31〉 約250億円 

　和歌山下津港海岸海南地区は、紀伊水道に面したリアス式海岸の湾奥に位置し、その地形的特性からこ
れまで昭和南海地震やチリ地震等による津波浸水被害を度々被っている。また、今後30年以内に50～70
％程度の確率で発生が予測されている東南海・南海地震等においては、現状の防潮高さを遙かに超える津
波が襲来することが予想されている。 
　当海岸の津波浸水予測地域には、行政・防災機関や主要交通網があることから、人的被害はもとより、
発災後の危機管理体制や緊急輸送ネットワークの確保に大きな影響を及ぼすとともに、復興の長期化が懸
念されている。加えて沿岸部には鉄鋼、電力等の多様な産業集積地が形成され、我が国の経済への影響も
懸念される。 
　このため、抜本的な浸水対策を行うことにより、甚大な人的・経済的被害を防ぐ。 

海岸名 事業期間 総事業費 
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参　　　考

3,670 2,048 

1.24

3,132 1,639 1.14 

298 225

1.22

240 183 1.19

171 124 1.19

69 60 1.19

256 232 1.19
3,926 2,280

3,986 2,348
3,345 1,863
357 267
284 218
202 147
82 71

298 275
256 232 1.19298 275

449
627

732
182352

1,180
1,734
940
576

1,974

4,284 2,623

2,623

1,076

1,098

4,284

1.15

360 214

276 160

63 45

12 5

8

0.3

31

4

0.2

26 9

15

2 10

411
328
72
― 

9
2

37
25
4

246
188
53
― 

5
1

18
8

10
418 248476 283

1.15

 
 

 

1.18

1.16

皆減 

1.19

7.70

1.19

0.96

1.04

1.14

412 243

227

5 3

23 12

22 12

0.8 0.5

6 5

6 5

418 248

1.14

1.14

1.18

1.19

1.19

1.19

1.18

1.18

1.14

470
437
6

27
26
0.9
7
7

476

277
259 384

 

3
14
14
0.6
6
6

283

1.16

1.15 

1.19
1.16

1.19

1.11
1.15

◆海岸事業◆ 
1．事業種別毎の予算配分計数表 （単位：億円） 

2．所管毎の予算配分計数表 （単位：億円） 

H21/H20
事 業 費 国 　 費 （国費） 

国土交通省 

港湾局（内地） 

北海道局（北海道） 

都市・地域整備局 

うち（離島） 

うち（奄美） 

内閣府 

沖縄振興局（沖縄） 

事 業 費 国 　 費 
平成21年度要求額 

合　　　　　計 

区　　　　　分 
平成20年度予算額 

注1）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。 
　2）その他とは「海岸事業調査費」、「補助率差額」。 

注1）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。 

注1）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。 

注1）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。 

海岸保全施設整備事業 
高潮対策 

侵食対策 

局部改良 

海岸耐震対策緊急事業 

海岸堤防等老朽化対策緊急事業 
津波・高潮危機管理対策緊急事業 

その他 

事 業 費 国 　 費 
平成21年度要求額 

海岸環境整備事業 

合　　　　　計 

区　　　　　分 
事 業 費 国 　 費 （国費） 
平成20年度予算額 H21/H20

1．港格別毎の予算配分計数表 

◆港湾整備事業◆ 

H21/H20
事 業 費 国 　 費 （国費） 

国土交通省 

港湾局（内地） 

北海道局（北海道） 
都市・地域整備局 
うち（離島） 
うち（奄美） 

事 業 費 国 　 費 
平成21年度要求額 

2．所管毎の予算配分計数表 

特定重要港湾 

うちスーパー中枢港湾プロジェクト 
うち港湾を核とした地域活性化プログラム 

重要港湾 
うち港湾を核とした地域活性化プログラム 

沖縄振興局（沖縄） 

上記以外の港湾等 
合　　　　　計 

合　　　　　計 

区　　　　　分 

区　　　　　分 

（単位：億円） 

（単位：億円） 

平成20年度予算額 

H21/H20
事 業 費 国 　 費 
平成20年度予算額 

事 業 費 国 　 費 
平成21年度要求額 

（国費） 

内閣府 

1,826 951

245 148

1,003 601

1,565 926
872 527

3,926 2,280
535 403

事業別要求内訳事業別要求内訳事業別要求内訳事業別要求内訳事業別要求内訳事業別要求内訳事業別要求内訳事業別要求内訳事業別要求内訳事業別要求内訳事業別要求内訳事業別要求内訳事業別要求内訳事業別要求内訳事業別要求内訳事業別要求内訳事業別要求内訳



港湾関連データ港湾関連データ港湾関連データ港湾関連データ港湾関連データ港湾関連データ港湾関連データ港湾関連データ港湾関連データ港湾関連データ港湾関連データ港湾関連データ港湾関連データ港湾関連データ港湾関連データ港湾関連データ港湾関連データ

世界各国の港湾におけるコンテナ取扱貨物量の推移
45,000
（万TEU） 

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0
’90 ’91 ’92 '93 ’94 ’95 ’96 ’97 ’98 ’99 ’00 ’01 ’02 ’03 ’04 ’05 ’06（年） 

TEU（Twenty-foot Equivalent Unit）：国際標準規格（ISO規格）の20フィート・コンテナを1とし、40フィート・コンテナを2として計算する単位 

資料：各年のContainerisation International Yearbook（The National Magazine Co., Ltd.）を基に作成 

○アジア：韓国、中国、香港、台湾、タイ、フィリピン、マレーシア、シンガポール、インドネシア 
○北　米：アメリカ、カナダ 
○欧　州：イギリス、オランダ、ドイツ、イタリア、スペイン、ベルギー、フランス、ギリシャ、アイルランド、 
　　　　　スウェーデン、フィンランド、デンマーク 
○その他：日本と上記以外 

アジア 

欧　州 

日　本 

その他 

港湾におけるコンテナ取扱貨物量の推移 

全世界 

日　本 

アジア※ 

： 

： 

： 

1億5,075万TEU 

1,103万TEU 

5,329万TEU

平成8年 
4億2,980万TEU 

1,827万TEU 

1億8,815万TEU

平成18年 

北　米 

※アジアは日本を含まない 

2.9倍 
1.7倍 
3.5倍 

2.9倍 
1.7倍 
3.5倍 

8,560 9,310
10,291

11,321
12,496

13,724
15,075

16,864

アジアの港湾 
5,329万TEU

17,849

20,321

23,169
24,381

27,655

30,425

35,106

38,262

42,980

アジアの港湾 
1億8,815万TEU

世界の国際海上コンテナ荷動量
平成18年 

出典：商船三井資料 

単位：万単位：万TEU、（　）はシェア、○倍は　）はシェア、○倍は1990年比を示す。年比を示す。 単位：万TEU、（　）はシェア、○倍は1990年比を示す。 

欧　州 
北　米 

アジア 

合計：9,269万TEU　3.96倍 1.63倍 496（5.4％） 

上記以外 

アジア域内 
1,486（16.0％） 

アジア発着の 
コンテナ貨物量 
5,981（64.5％） 

4.25倍 

3.38倍 
5.30倍 

1.63倍 

4.25倍 

3.38倍 
5.30倍 

2,044（22.1％） 

923（10.0％） 

1,527（16.5％） 

その他の地域 
・欧州・北米・その他 
　地域域内 
・欧州～その他 
・北米～その他 
2,792（30.1％） 

○アジア：日本、韓国、中国、香港、台湾、シンガポール、マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピン、ベトナム、ラオス、カンボジア、ミャンマー 
○北　米：アメリカ、カナダ 
○欧　州：スカンジナビア諸国、北欧州諸国、バルト3国、中東欧諸国、西地中海諸国、黒海諸国、東地中海諸国、北アフリカ諸国 
○その他地域：上記以外 

53
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参　　　考参　　　考

我が国港湾とアジア主要港との欧米基幹航路寄港便数の比較

90

0

10

20

30

40

50

60

70

80

100
（寄港数／週） 

アジア主要港に寄港する 
基幹航路の便数は増加 
または横這い 

我が国に寄港する基幹 
航路※の便数は減少 

60

25

39 38

2825

香港 

内数は欧州航路便数 資料：国際輸送ハンドブックより国土交通省港湾局作成 
1995年の値は前年（1994年）の11月現在の値 

その他の値も同様に前年11月の値 

上海 釜山 東京 横浜 名古屋 大阪 神戸 シンガポール 

39 38

28 31

37
40
35

31

37
40
35

0

9
15
19

0

9
15
19

10 11 9 610 11 9 6 4 6
7
34 6

7
3

7
3 1 1

7
3 1 1

6 4 4 46 4 4 4 3 4 4 03 4 4 0
7 7

4 4
7 7

4 4

83 83

70

46 47
49

44

1

18

48

58

27
29
25
28

21

31

24
21
18

25

39 18 21

21
18 18

16
13

8
4

42

29

20
17

1995年 2001年 2006年 2008年 

41

51

45

※「基幹航路」は、北米航路、 
　欧州航路を指す。 

増大するアジア主要港におけるコンテナ取扱貨物量

702 
135

東京湾 

464 
171

大阪湾 

1,026 
98

高 雄  

2007年（上段） 
1980年（下段） 

出典： CONTAINERISATION INTERNATIONAL YEARBOOK  1980 
 March 2008 Containerisation International

※東京湾は東京港のみは2007年の数字 
　大阪湾は2006年の数字 

港湾取扱コンテナ個数 
（単位：万TEU） 

上 海  
2,615 

5

上 海  
2,615 

5

香 港  香 港  

2,790 
92

シンガポール 
2,790 

92

シンガポール 

1,327 
63

釜 山  
1,327 

63

釜 山  

2,388 
147

2,388 
147

…
…
…
…
…
…
…
…
… 

… 

…
…
…
…
… 

港 　 名  取扱量 港 　 名  取扱量 

1 ニューヨーク/ニュージャージー 

2 ロッテルダム　 

3 香　　港 

5 高　　雄　 

6 シンガポール 

7 サンファン 

8 ロングビーチ 

9 ハンブルク 

10 オークランド 

195

190

147

98

92

85

83

78

78

16 釜　　山 63

1980年 2007年速報値 

1（1） シンガポール 2,790

2（3） 上　　海 2,615

3（2） 香　　港 2,388

4（4） 2,100

5（5） 1,327

6（7） 

ドバイ 

1,079

7（9） 

高　　雄 

1,065

8（6） 1,026

9（8） ハンブルク 990

10（11） 青　　島 946

（単位：万TEU） （単位：万TEU） 

　圸 川 深 

釜　　山 

ロッテルダム 

… 

… 

… 

4 神　　戸神　　戸 

12 横　　浜横　　浜 

146

72

18 東　　京東　　京 

39 大　　阪大　　阪 

63

46 名 古名 古 屋 2146 名 古 屋 21

25
神 　 戸神 　 戸  神 　 戸  

名 古名 古 屋 名 古 屋 ※（33） ※（33） 

※（38） ※（38） 241241

275275

4 神　　戸 

12 横　　浜 

146

72

18 東　　京 63

39 大　　阪 25

東　　京東　　京 東　　京 

横　　浜横　　浜 横　　浜 

大　　阪大　　阪 大　　阪 

25（23） 25（23） 

※（28） ※（28） 

※（44） ※（44） 223223

320320

382382

（ ）内は2006年の順位
※の取扱量は2006年の数字

出典：CONTAINERISATION INTERNATIONAL YEARBOOK 1980
March 2008 Containerisation International

【アジア主要港のコンテナ取扱量】 【我が国の主要港の相対的地位の低下】
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欧州 
欧州航路 

アジア 
北米
航路
 

欧州 
欧州航路 

アジア 
北米
航路
 

我が国に寄港している超大型コンテナ船 
 
 北米航路に11隻（1航路） 
欧州航路に21隻（2航路） 

船  型 投入隻数 
8,000個積クラス 

合計 
21 
21

北米・中米 北米・中米 

2007 2008 2009 2010 2011 不明 載荷重量トン数 全長（m） 船幅（m） 必要岸壁水深（m） 満載喫水（m） 

16.0 

16.5

14.5 

15.0

42.8 

45.6

322.9 

336.7

97,941 

109,926

306 

282 

588

15 

25 

40

2 

58 

60

2012

5 

19 

24

38 

60 

98

23 

37 

60

35 

22 

57

34 

14 

48

154 

47 

201

8,000個積クラス 

10,000個積クラス 

合計 

代表的な船型 合計 
（隻数） 

竣工計画（年） 
船  型 

竣工済み 
（隻数） 

21航路に投入 

船  型 投入隻数 
8,000個積クラス 
10,000個積クラス 

合計 

114 
48 
162 7航路に投入 中米航路に6隻（1航路） 

船  型 投入隻数 
8,000個積クラス 

合計 
35 
35

14.542.8331.57,226

船名 
積載個数 
（個） 全長（m） 船幅（m） 

満載喫水 
（m） 

必要岸壁 
水深（m） 

日本に就航している 
代表的な超大型コンテナ船 

CARSTEN 
MAERSK

16.5

16.0

18.056.4397.611,000
世界最大の 
コンテナ船 

EMMA 
MAERSK

注）2007年10月末時点　出典：各社HP等 

※8,000個積クラス：7,000～8,999個積みの船舶、10,000個積クラス：9,000個以上積みの船舶、2007年10月末時点 
出典：日本海事新聞、海事プレス、Shipping Guide等 

超大型コンテナ船の就航状況

■輸送時間が長い 
欧米向けの輸出時間は阪神港利用（直航）の
場合20日程度、釜山トランシップの場合１
か月程度。（電子機械製造：徳島県） 

■荷傷みの可能性あり 
貨物が衝撃に弱いもの（ガラス製品）は、荷
傷みの懸念のあるトランシップは利用しにく
い。（ガラス製造：大阪市） 

■定時性が確保出来ない 
韓国でのストで定時性が確保できないことが
あった。（金属精製：長野県） 
■貨物の追跡が出来ない 
トランシップで海外の港に滞留すると、コン
トロールがきかず荷の状態がわからなくなる
おそれがあり、荷主として心配なところ。
（商社：宮城県） 

※2 フィーダー化：港への基幹航路の大型船寄港がなくなり、海外の港でのトランシップを経た小型船による枝線輸送となること。

1,200 

1,000 

800 

600 

400 

200

25.0 

20.0 

15.0 

10.0 

5.0

（万トン） 
300 

250 

200 

150 

100 

50

25.0 

20.0 

15.0 

10.0 

5.0

（万トン） （％） （％） （％） 
180 

160 

140 

120 

100 

80 

60 

40 

20

25.0 

20.0 

15.0 

10.0 

5.0

（万トン） 対アジア 対欧州 対アジア 対欧州 対北米 

1993年 1998年 2003年 1993年 1998年 2003年 1993年 1998年 2003年 

15.2％ 

6.3％ 3.3％ 3.3％ 
1.4％ 

7.2％ 

20.2％ 

0.4％ 
1.7％ 

9.4％ 

：積替貨物量 ：直送貨物量 ：トランシップ率 

20.2％ 

15.2％ 

6.3％ 1.4％ 
7.2％ 

0.4％ 
1.7％ 

9.4％ 

※1 海外トランシップ率とは、日本発着のコ
ンテナ貨物のうちアジア主要港で積み替
えられて諸外国へ又は諸外国から輸送さ
れる貨物の率。 

海外トランシップ率＝ 
積替貨物量 

直送貨物量＋積替貨物量 
出典：全国輸出入コンテナ貨物流動調査 

2,000 

1,500 

1,000 

500

50.0 

40.0 

30.0 

20.0 

10.0

（万トン） （％） 

1993年 1998年 2003年 

15.5％ 

海外トランシップ率※1の推移（全国） 

2.1％ 
5.3％ 

15.5％ 

2.1％ 
5.3％ 

15.5％ 

海外トランシップのイメージ 

フィーダー化※2の問題点 

直送貨物 

トランシップ貨物 日本の港の日本の港の 
フィーダー化！フィーダー化！ 
日本の港の 
フィーダー化！ 

○日本発着のコンテナ貨物のうち、アジア等の主要港で積み替えられ輸送される
　貨物（海外トランシップ貨物）が増大。日本の港湾のフィーダー化が進んでいる。 

日本の港 

日本の港 

アジアの港 諸外国の港 

アジアの港 

積み替え積み替え 積み替え 

諸外国の港 

海外トランシップの増加（日本の港湾のフィーダー化）の問題点
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コストとサービスの比較

【諸外国の状況】 

出典：平成12年度国土交通省港湾局調べ 

（社）日本物流団体連合会調査、 
ITと国際物流に関する懇談会資料（H13.3・4月）より 

米　国　　　　：1～2日程度 
英国・オランダ：2～3日 
ドイツ　　　　：2日 
シンガポール　：24時間以内 
韓　国　　　　：2日以内 

スーパー中枢港湾の目標 
2010年度までに船舶入港から貨物引取りが可 
能となるまでの時間を1日程度に短縮する。 

スーパー中枢港湾の目標 
2010年度までに港湾コストを約3割低減し、 
アジアの主要港並みとする。 

51.0（2.1日） 

30.5（1.3日） 
（単位：時間） 

出典：輸入手続きの所要時間調査（財務省関税局） 
※（除週末）のデータについては、海上貨物全貨物の平均値 

54.9（2.3日） 19.7 30.8 4.419.7 30.8 4.4

18.4 29.518.4 29.5 3.13.1

16.5 12.116.5 12.1 1.9

平成16年 

平成18年 

コンテナ 

（除週末） 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

入港～搬入 搬入～申告 申告～許可 

【日本の状況】 

コンテナ取扱総料金の国際比較 
（40フィートコンテナ1個あたり、東京港＝100） 

150

100

50

0

100

65 64

東京港 高雄港 釜山港 

輸入貨物の入港から引取までの時間 

コンテナ船の大型化と我が国港湾の最大水深岸壁の推移
12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

は我が国の最大水深の状況 ※ 

2010 2015（年） 
0

最大船型の推移 

738

752
1,096

2,500

4,258 4,300
4,600

4,700
4,950

11,000

積
載
個
数
（
Ｔ
Ｅ
Ｕ
）
 

出典：海事産業研究所「コンテナ船の大型化に関する考察」等を基に国土交通省港湾局作成 

必要岸壁水深 
－14m

横浜港大黒 
（13m 81年2月供用） 

横浜港大黒 
（14m 92年10月供用） 

必要岸壁水深 
－15m

必要岸壁水深 
－16m

必要岸壁水深 
－17m
 

神戸港PI 2期 
（15m 96年4月供用） 

横浜港南本牧 
（16m 01年4月供用） 

6,400

7,060

8,500
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ロッテルダム港 

釜山新港 

上海港（外高橋） 

物流拠点 
約165ha

コンテナターミナル 
約200ha

資料：各港資料より、国土交通省港湾局作成 

○諸外国では、港湾に隣接する地域に大規模な用地を確保し、コンテナターミナルと一体となった物流拠点形成 
　を戦略的に行っている。 

物流拠点（整備中） 
約308ha

コンテナターミナル 
約260ha

物流拠点 
約1,100ha

コンテナターミナル 
約530ha

世界のコンテナターミナルに隣接する物流拠点

出典：国土交通省港湾局調べ 
平成20年7月現在 

○臨海部において、電気電子・自動車・製紙・製鉄関連等の大規模設備投資等が多く見られる。 

JFE※：粗鋼生産：約1,110億円 
ジャパンエナジー：ガス：約505億円 
三菱自動車：完成自動車工場：約100億円 
日本ゼイオン：化学系製品：約100億円 
※JFEは、倉敷市と福山市に立地 

トクヤマ：化学系製品：約578億円 
東ソー：化学系製品：約500億円 

住友金属：粗鋼生産：約2,500億円 

中国木材：製材：約200億円 
鹿島アロマティックス：石油化学製品 
　　　　　　　　　　：700億円 

日本製紙：薄物コート紙：約630億円 

大平洋金属：ステンレス材料：約215億円 
三菱製紙：印刷用紙：約200億円 

ダイハツ：完成自動車第2工場：約235億円 

八戸市 
：八戸港 

石巻市：石巻港 

倉敷市 
：水島港 

和歌山市：和歌山下津港 

中津市：中津港 
苅田町：北九州港、苅田港 

周南市 
：徳山下松港 

尼崎市 
：神戸港 

東京製鐵：薄板：約1,220億円 田原市：三河港 

コマツ：建設機械：約220億円 
日立建機：建設機械：約450億円 

王子製紙：塗工紙生産設備：約500億円 阿南市：徳島小松島港 

東レ：炭素繊維：約250億円 松前町：松山港 

松下プラズマディスプレイ：PDP 
（尼崎第2工場）：約1,800億円 
（尼崎第3工場）：約2,800億円 

川崎造船：造船：約100億円 
四国電力：LNG：約700億円 

坂出市 
：坂出港 

北九州市：北九州港 

シャープ：液晶パネル：約3,800億円 
大日本印刷：液晶カラーフィルター：約435億円 

堺市 
：堺泉北港 

北越製紙：製紙：約550億円 新潟市：新潟港 

苫小牧市 
：苫小牧港 

トヨタ自動車北海道 
　　：自動車部品：約130億円 

オプテス：工学フィルム：約200億円 
アイシン軽金属：自動車部品：約82億円 氷見市：伏木富山港 

射水市：伏木富山港 

三菱重工業：太陽電池：約150億円 
諫早市：長崎港 

凡　例 

企業名：製造品目等：設備増設等の投資金額 
所在地：主な利用港 

※2007年以降に生産を開始 
　したもの（予定含む） 

金沢市：金沢港 コマツ：建設機械・産業機械：約140億円 

姫路市 
：姫路港 

IPSアルファテクノロジ：液晶パネル：約3,000億円 
大日本印刷：液晶カラーフイルター：約300億円 

SUMCO：シリコンウエーハ 
　　　　：約1,245億円 

伊万里市：伊万里港 
東レ：自動車部品：約300億円 
川崎重工：旅客機胴体：約200億円 

名古屋市 
　：名古屋港 

上越市：直江津港 帝国石油：LNG：約1,000億円 

スズキ：自動車エンジン：約1,500億円 牧之原市：御前崎港 

ひたちなか市 
：常陸那珂港 

JFE条鋼：棒鋼・線材等：約220億 
新日本石油精製：石油化学製品：約600億円 

仙台市 
：仙台塩釜港 

神栖市 
：鹿島港 

ホンダ：自動車：約500億円 四日市市：四日市港 

旭硝子：ガラス基盤：約320億円 大阪市：大阪港 

旭硝子：ガラス基盤：約300億円 高砂市：東播磨港 

ダイセル化学工業：化学系製品：約400億円 

大竹市 
：大竹港 

住友化学：電池部品：約100億円 新居浜市：新居浜港 

トヨタ自動車：部品工場：約160億円 
日産自動車：完成自動車工場：約300億円 
ブリヂストン：建機用タイヤ：約320億円 
東邦チタニウム：チタン原料：約396億円 
デンソー：カーエアコン：約200億円 
アジア特殊製鋼：鉄鋼関連：約200億円 

トヨタ自動車：エンジン工場：280億円 
日産自動車：完成自動車工場：約300億円 

臨海部における大規模な設備投資の事例



耐震強化岸壁の整備状況

各地震切迫地域における耐震強化岸壁の整備状況 

南関東 東海東海 東海 

（完了＋整備中）／計画岸壁数 

（平成20年4月現在） 宮城県東部・ 
福島県東部 

日本海溝・ 
千島海溝周辺海溝 

北海道東部 

秋田県西部・ 
山形県西北部 

新潟県南西部・ 
長野県北部 

名古屋・京都・ 
大阪・神戸地区 

島根県東部 

伊予灘及び 
日向灘周辺 

東南海・南海 東南海・南海 

耐震強化岸壁の未整備港湾 

耐震強化岸壁の整備済・整備中港湾 

※耐震強化岸壁の計画がある重要港湾以上のみ表記 

○海上からの緊急物資輸送拠点として重要な役割を担う、緊急物資輸送に対応した耐震強化岸壁の整備率は 
　約6割となっている。 

地震予知連絡会選定（昭和53年）の特定観測 
地域及び観測強化地域 

東海地震防災対策強化地域、東南海・南海地 
震防災対策推進地域、 
日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策 
推進地域の指定範囲を図示したもの 

整備率（％）＝ 

全国平均整備率（％）＝ 
（161＋49）／336＝63％ 

参　　　考
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海岸関連データ海岸関連データ海岸関連データ海岸関連データ海岸関連データ海岸関連データ海岸関連データ海岸関連データ海岸関連データ海岸関連データ海岸関連データ海岸関連データ海岸関連データ海岸関連データ海岸関連データ海岸関連データ海岸関連データ

0 20 40 60 80 100（％） 

要防護人口（千人） 

要保全海岸延長（km） 

海岸線延長（km） 
※1

※1
※1

※2

港湾海岸 その他所管海岸 

要指定延長 
約3%
1,119km

海岸省庁計 
35,185km

防護人口の62％を占める港湾海岸 
○港湾海岸は、災害から防護が必要な海岸のうち、延長では29％であるが、防護人口では62％を占めるととも 
　に、背後に物流・産業機能が高密度に集積している。 

○三大湾をはじめ、早くから海岸保全施設の整備が進められてきた海岸が多く、施設の老朽化も進行し改良や 
　再整備、耐震補強等のニーズが高まっている。 

（25％） 

（29％） 

（62％） 

（75％） 

（38％） （38％） 

（71％） 

・海岸保全区域延長：海岸保全区域に指定されている海岸線延長 

※1　海岸統計（平成18年度版）より作成（H18.3) 
※2　地方ブロックの重点整備方針より作成（H15.11） 

・要指定延長：都道府県知事が今後5年以内程度の間に新たに海岸保全 
　　　　　　　区域を指定し、海岸の保全をしたいとしている延長 

・要保全海岸延長：海岸保全区域延長に要指定延長を加えた延長 

4,678千人 4,678千人 

（二線堤を除く）（二線堤を除く） （二線堤532kmを除く） 

その他の海岸線の延長その他の海岸線の延長 
約32%
11,432km
約32%
11,432km

海岸保海岸保全区域全区域延長 
約39%

一般公共海岸延長一般公共海岸延長 
約26%約26%
9,043km

13,591km
その他の海岸線の延長 

海岸保全区域延長 
約39%

一般公共海岸延長 

9,043km
（要保全海岸延長と  
 の重複部分を除く） 

13,591km

7,549千人 7,549千人 

4,361km 10,880km

8,695km 26,491km26,491km

4,361km 10,880km

8,695km

○津波に対する海岸堤防の高さ状況 

○海岸堤防耐震化の状況 

○水門・陸こう等の整備状況 

全国で約16％の海岸堤防・護岸が想定津波高よりも低く、また、約28％の海岸堤防・護岸 
が想定津波高より高いか低いかの調査が未実施 

全国で約22％の水門・陸こう等の開口部が、想定津波が到達するまでに、閉鎖が完了しない。 
また、約24％の水門・陸こう等の開口部が、閉鎖が完了可能かどうか不明 

全国で約14％の海岸堤防が耐震化の必要があり、約59％の海岸堤防は耐震調査が未実施 

南海地震（1946年）による 
津波被害（高知県　須崎港） 

チリ地震（1960年）による津波被害 
　（岩手県　大船渡港） 

水門・陸こうの自動化 

地震による堤防の被災状況 

水門、陸こうの操作には 
多くの人数、時間が必要 

海岸延長（km） 
0

0

2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

海岸における津波対策の現状 

耐震補強（液状化対策） 
（三重県　津松阪港） 
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（平成17年12月に海岸省庁で調査を実施した結果による） 

想定津波が到達するまでに閉鎖が完了しない 

想定津波が到達するまでに閉鎖が完了するかどうか不明 

耐震性がある延長 

耐震性が必要な延長 

耐震性の調査を未実施の延長 

想定津波高より高い延長 

想定津波高より低い延長 

想定津波高より高いか低いか調査が未実施 
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参　　　考

（平成20年6月27日　閣議決定）

第2章　成長力の強化
１．経済成長戦略
Ⅱ　グローバル戦略
⑤国際競争力ある成長分野の創出
・港湾の24時間化等貿易手続改革プログラムの着実な実施とともに、スーパー
中枢港湾政策の推進や臨海部物流拠点の形成等により、港湾の国際競争力強化
と国内外をつなぐ強力なシームレス物流網を形成する。

第5章　安心できる社会保障制度、質の高い国民生活の構築
３．良好な治安と災害に強い社会の実現等

・地球温暖化により懸念される集中豪雨の増加等の自然環境の変化も考慮しつ
つ、「犠牲者ゼロ」を目指し、防災・減災対策を着実に実施する。
・大規模地震、大規模水害・土砂災害、津波・高潮、豪雪、火山噴火等への対策
を推進する。その際、学校の耐震化等防災基盤の充実、災害時要援護者の避難
支援等ハード・ソフトの連携を図る。消防等地域防災力の向上を図る。

経済財政改革の基本方針2008
～開かれた国、全員参加の成長、環境との共生～

（平成20年8月1日改訂　貿易手続改革プログラムフォローアップ会合）

1．規制の見直し、手続の統一化・簡素化
（2）具体的取組み
①港湾の深夜早朝利用の推進
○港湾のCYゲートの時間外（夜間早朝帯）の有効活用のために、スーパー中枢港湾等の主要ター
ミナルにおいて、民間事業者、港湾管理者、国等で構成する協議会を設置することとする。本
協議会においては、個別具体的なニーズの把握・共有、最適な運営方式、コスト分担等につい

て、具体的実施に向けた民間事業者間の合意形成を促進し、３年程度の社会実験を実施すべ
きとの意見もあることから、長期間の社会実験の具体的内容について検討を行い、一定の結論
を得ることを目指す。さらに、海外主要港並みの臨海部物流拠点の形成等の支援を推進する。

②港湾手続の統一化・簡素化
○申請の書式の統一、手続の電子申請窓口について、できる限り次世代シングルウィンドウ
に一本化。平成21年10月より、次世代シングルウィンドウへ申請項目を追加し、船舶関係

及び港湾施設使用関係手続について電子申請化していく。

③港湾行政の広域連携の推進
○スーパー中枢港湾等について、港湾間における各種手続の統一化・簡素化を引き続き推進
するとともに、国際海上コンテナ輸送への対応、広域的な環境・廃棄物対策や災害・危機

管理対策等に係る港湾間連携及び複数の港湾による一体的サービスの提供など利用者サー

ビスの向上に向けた港湾間連携を強化していくため、効果的な国としての支援のあり方に
ついて積極的に検討を進める。
○我が国の港湾政策に対する国の関与のあり方について具体的な実行案を検討する。特に、
スーパー中枢港湾に関しては、国・地方自治体が連携を強化して、戦略的・集中的に競争

力強化に取り組む。

貿易手続改革プログラム

政府の取組における港湾関連施策の位置づけ政府の取組における港湾関連施策の位置づけ政府の取組における港湾関連施策の位置づけ政府の取組における港湾関連施策の位置づけ政府の取組における港湾関連施策の位置づけ政府の取組における港湾関連施策の位置づけ政府の取組における港湾関連施策の位置づけ政府の取組における港湾関連施策の位置づけ政府の取組における港湾関連施策の位置づけ政府の取組における港湾関連施策の位置づけ政府の取組における港湾関連施策の位置づけ政府の取組における港湾関連施策の位置づけ政府の取組における港湾関連施策の位置づけ政府の取組における港湾関連施策の位置づけ政府の取組における港湾関連施策の位置づけ政府の取組における港湾関連施策の位置づけ政府の取組における港湾関連施策の位置づけ
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（平成20年6月27日改定　経済財政諮問会議報告）

第１．国際競争力の強化
２．アジア等海外のダイナミズムの取り込み
（4）グローバル化に対応する制度の整備
②AEO制度の推進等
我が国の国際競争力を強化するため、（中略）引き続きアジア・ゲートウェイ

構想における貿易手続改革プログラムの取組を進める。具体的には、（中略）港
湾機能の利便向上・コスト削減や戦略的な運営等の改革を引き続き行う。さらに、
関係府省で構築する次世代シングルウィンドウ（府省共通ポータル）を稼働する
とともに、利用者の利便性向上等を図るため、輸出入・港湾関連手続等の貿易関
連システムの統合等を推進する。併せて、輸出入・港湾関連情報処理センター株
式会社を設立し、引き続き国際的なシステム連携の検討を進める。

第３．地域・中小企業の活性化（地域活性化戦略）
３．地域経済の活性化
（6）地域の自立や競争力強化と戦略的な基盤づくり

地域経済の活性化や地域の活力の再生のために必要な道路、港湾等の基盤への
戦略的投資を推進するとともに、（中略）。

第５．生産性向上型の５つの制度インフラ
２．モノ：生産手段・インフラの革新
（2）アジア地域の経済一体化、企業の国際競争力を重視した物流インフラの重点的・
戦略的な整備

我が国の国際競争力の強化等に資する社会資本整備については、ストックの観

点も踏まえ、中長期的（20～30年）に見た我が国経済社会の姿を念頭に、真に次

の世代に必要な社会資本整備を行う。

アジア地域の経済一体化を踏まえ、企業の国際競争力強化の観点から、「総合

物流施策大綱（2005－2009）」に基づき、ハード・ソフトの物流インフラを、官

民がスピード感を持って戦略的・重点的に整備する。スーパー中枢港湾において、
2010年度までに、港湾コストを約3割低減、リードタイム（船舶入港から貨物
引取りが可能となるまでの時間）を1日程度に短縮するとともに、地方自治体間
の垣根を越えた港湾の広域連携を推進し、我が国港湾の国際競争力の強化を図る。
また、臨海部におけるコンテナターミナル等と一体的に機能する高度で大規模な
物流拠点（ロジスティクスセンター）やインランドデポ等の広域ロジスティクス
基盤の形成の促進による物流の効率化・シームレス化を図るとともに、貨物鉄道、
はしけ、内航フィーダー等国内輸送との連携強化を図る。（中略）また、アジア
とのゲートウェイとなる港湾の機能向上、港湾・空港アクセスを含む、国際物流
に対応した道路網・鉄道網の戦略的な構築、物流結節点におけるロジスティクス
機能の高度化、空港、港湾の24時間化、ITSの活用等による国内外一体となっ
た物流ネットワークの構築に取り組む。

経済成長戦略大綱

政府の取組における港湾関連施策の位置づけ
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■港湾数一覧 

都道府県 市町村 港務局 
一部事 
務組合 計 

56条港湾 

重 　 要 　 港 　湾  128 97 24 1 6 128
（うち特定重要港湾） 

地方港湾 

計 
（うち避難港） 

（23） （12） （8） （－） （3） （23） 
903 508 334 － － 842

－ 
（ー） 

1,031 605 358 1 6 970
（35） （29） （6） （－） （－） （35） 

61
（ー） 

61

港湾管理者 

（2008年7月1日現在）

区　　　分 

資料：国土交通省港湾局調べ 

総 数 

注1）東京都の洞輪沢港は避難港指定を受けているが、管理者未設立であり、 
　　  かつ56条港湾ではないので本表より除く。 
　2）地方港湾の総数欄903港には56条港湾61港湾が含まれる。 
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新着情報

港湾行政に関
する最新の話
題を提供して
おります。

予算

港湾関係予算
等についての
詳細は、こち
らに掲載され
ています。

統計・データ

コンテナ貨物
取扱個数や貿
易額のデータ
を提供してい
ます。

平成21年度港湾関係予算をはじめとする
港湾行政に関するより詳しい情報は

港湾局のホームページでご覧になれます

●港湾局ホームページ




